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住宅供給業者の登場以前

第２次世界大戦直後まで、住宅は大工棟
梁が鳶、屋根、板金、左官、建具など多く
の職方取りまとめそうしたネットワークで作
られてきた。

材木商も大工棟梁のパートナーであり、関
係者はすべてが自営業者の集まりで、需
要者に対して商品としての住宅を供給して
ゆく住宅供給業者（サプライヤー）といった
企業組織ではなかった。
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その後自営業の法人化が進み、大工棟梁
も工務店の社長となったが、あくまでも納
税に関しての都合から法人化されたもの
である。

そのために会社名が必要となり、工務店と
いった名称が使われたに過ぎず、やってい
る仕事の内容はそれほど変わっていない。
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第１世代の住宅供給業者

住宅供給業者が登場したのは、１９４０年
代後半から始まった前積式割賦販売によ
る住宅供給業者の出現からである。

 １９５０年には殖産住宅相互（株）も設立さ
れ、殖産住宅、日本電建、太平住宅３社で、
一時期は日本の住宅の３０％ほどが供給
する程の勢いであった。

 こうした前積式割賦販売の住宅会社は、
第１世代の住宅供給業者と呼ぶことがで
きる。
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住宅金融公庫が設立されたのは１９５０年
であるが、一般のサラリーマンや個人経営
の店舗オーナーなどにとっては、公庫融資
は利用できなかった。

毎月お金を積み当て、ある程度貯まったと
ころで住宅が手に入り、後は割賦で返して
ゆくといった、いわば無尽講的な前積式割
賦販売の方が身近な存在であった。
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第１世代の住宅供給業者である前積式割
賦販売の住宅供給業者は、協力施工店と
してわが国で初めて工務店の組織化を行
い、下請けとして住宅の施工および施工
管理を任せた。

多くの営業マンを抱えに前積式割賦販売
の営業にあたった。
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 さらに多くの一級建築士を社員として設計
業務を行った。そこから先の施工業務は
傘下の工務店が担当した。

協力施工店である工務店とも当初は良好
なパートナー関係があり活気があった。

協力施工店が集まり、技術向上の勉強会
も行なわれた。

また住宅に大きな被害を受けた１９５９年
の伊勢湾台風では、その復興に殖産住宅
が傘下の工務店を集め、何十台といったト
ラックを仕立て資材と職人を乗せて駆けつ
ける程であった。
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第１世代の住宅供給業者は、設計業務は
自社で行っていたので、１９７０年代後半に
始まったＣＡＤシステムの導入による合理
化には対応することができた。

 しかし１９８０年代に入ると、木造軸組構造
材プレカットなど新たな施工合理化技術が
登場したが、協力施工店に施工業務を任
せていた第１世代の住宅供給業者は、施
工合理化への対応が遅れてしまった。
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 さらに１９５４年末の「神武景気」からオイ
ルショック後の１９７４年まで２０年間ほど
続いた平均年率１０％といった高度経済成
長で、前積式割賦販売そのものも時代に
合わないものになっていた。
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 ２００２年１月に殖産住宅相互（株）が民事
再生法適用を申請、新築部門をペイントハ
ウスが買収された。

また２００２年９月日本電建（株）は、大東
建託（株）に事業を譲渡し大東住託（株）に
なった。

 ２００３年１月には太平住宅（株）が、東京
地裁から破産宣告を受け、第１世代の住
宅供給業者は、創業からほぼ５０年でその
幕を閉じた。
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第２世代の住宅供給業者

 １９６０年代になると、第二世代の住宅供
給業者として住宅メーカーが登場してきた。

まず１９５５年大和ハウス工業（株）が創業
し、鋼管構造のパイプハウスを発売、１９５
９年にはプレハブ住宅の原点である３時間
で建つ勉強部屋「ミゼットハウス」を開発し
た。

 １９６２年にはパネル式プレハブ住宅「ダイ
ワハウスＡ型」を発売している。
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また１９６０年には積水化学工業（株）ハウ
ス事業部を母体とし、積水ハウス産業
（株）が設立され、セキスイハウスＡ型（平
家建）が発売された。

 １９６１年セキスイハウスＢ型（平家建）、６
２年には２Ｂ型（２階建）を発売している。
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 １９６１年松下電工（株）住宅事業部が発足、
松下１号型住宅が発売、１９６３年にはナ
ショナル住宅建材（株）が設立されている。

 １９６２年には住宅金融公庫融資対象住宅
として軽量鉄骨系プレハブ住宅を認定して
いる。

 さらにミサワホームも１９６２年木造パネル
工法で創業し、１９６７年ミサワホーム（株）
を設立している。
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 １９７０年代になるとヤクルトや、カネボウ、
東芝、日立化成、トヨタ自動車、三井ホー
ム、住友林業など多くの企業が住宅メー
カーとして参入してきている。
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第２世代の住宅供給業者の特徴は、企画
開発、営業、設計、資材調達、生産、施工、
メンテナンスまでといった、住宅のトータル
なサプライチェーンを統合化し、可能な限
り内部化しマネジメントしていることである。
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営業に関しては総合住宅展示場を拠点と
して行なっている。

 １９６０年代後半に大阪のＡＢＣ朝日放送
が最初に始めた総合住宅展示場も、２００
２年に全国に３９４ヶ所あり、５０５２棟のモ
デルハウスが出展されている。

住宅メーカーにとって大きな負担となって
いる総合住宅展示場での営業手法に代わ
る、コンピュータなどをＩＴ技術を活用した新
たな営業手法が試みられているが、いま
だ大きな戦力にはなっていない。
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また第２世代の住宅供給業者は、住宅
メーカーであるので、自ら部材製造工場を
持っている。

自社製造でない資材、部材、住宅設備機
器などについても、自社仕様で外注製造し

配送に関しても大型の配送センターを設
置するなどして、そこに集積し邸別配送す
るなどを行なっている。
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 もちろん大型の資材に関しては工場から
現場へ直接配送した方が効率的である。

独自仕様でない一般資材については既存
の納材ルートを活用した方が、在庫負担
がない。

最近では大型配送センターを用いない場
合もある。
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 さらに施工に関しても、当初は協力工事店
というかたちで工務店に任せるところがほ
とんどであった。

 しかし住宅メーカーそれぞれの系列工事
店を各地に設立し、独自の工法に習熟し
た施工スタッフの育成を行なうようになって
きている。

独自の施工組織を持つことは、需要が減
尐した際には大きなリスクになるが、品質
確保や施工の効率化などのメリットの方が
大きいというわけである。
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 こうした結果、第２世代の住宅供給業者の
固定費率は２５％ほどと極めて高くなって
いる。

また多くの住宅メーカーの損益分岐点比
率も９０％ほどと、全産業の２００４年の損
益分岐点比率の平均８２％を大きく超えて
いる。

それだけに今後の新築住宅市場の減尐へ
の対応は、第２世代の住宅供給業者に
とって大きな問題となってくる。
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第２世代が成功しなかった要因

量を集約する効果が出にくい市場

日本の道路でも輸送条件から、空間ユニッ ト化
のメリットが出せなくなっている。

量を集約することが難しい市場

注文住宅が戸建住宅市場の中で７５％以上にも
なっており、しかも敷地の条件も違うのでオーダー
に基づいた個別生産にならざるを得ない。

住宅部品産業と集合住宅市場の存在

工場生産化の有利さを独占できない。
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自動車の場合、オープンな自動車部品市
場はないので、自動車を製造できるのは
自動車メーカーに限られる。

 しかし住宅の場合、オープンな住宅部品市
場で部品を購入することができ、だれでも
住宅を作ることができる。

 しかも新築市場の半分を占める集合住宅
市場が、オープンな住宅部品市場の背景
になっているので、住宅メーカーの調達価
格とそれほど違わずに住宅部品を購入す
ることができる。
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第３世代の住宅供給業者

第３世代の住宅供給業者は、成熟した住
宅部品産業に支えられて。

工務店など需要サイドに近い側で、個別な
散在した需要に対応するためにＤＣＭ（デ
マンド・チェーン・マネジメント）をいかに効
率的に行うかといったことによって。

それなりの需要をまとめることができた住
宅供給業者である。
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活発になったのは１９８０年代中頃からで
あるが、その登場は１９７０年代末からで
ある。

ちょうど日本の住宅供給が量を求める時
代から、質を求める時代に変わろうとして
いた時期である。
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まず住宅ＶＣ（ボランタリーチェーン）が、１
９７０年代後半に北米からの輸入住宅のＶ
Ｃとして始まった。

 さらに主としてローコスト住宅の供給をめ
ざした住宅ＦＣ（フランチャイズチェーン）も
１９８０年代に始められている。

住宅ＶＣも住宅ＦＣも顧客の窓口となるの
は、地域に根ざした工務店や建設業者で、
遠く離れ顔の見えない第２世代の住宅供
給業者である住宅メーカーに比べ、需要
者にとって身近なものとして映っている。



29

また第２世代の住宅供給業者に対向する
ため、工務店による協同組合も１９７０年
代末から組織し始められている。

 しかし製造業や建設業の協同組合と違っ
て、工務店はもともと営業、設計、施工と
いった一貫した家づくりを担っているので、
協同組合といってもその中でどの機能を
協同化するかなかなか難しい。
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 しかし住宅に関しての政策や公的な制度
が、頻繁に変わるので、

そうした情報をいち早く入手し機動的な対
応を可能にし、

 さらに圧力団体まではいかないにしても、
政策に工務店の意見を反映させるために、
協同組合はそれなりの意義を持ってきた。
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 １９９０年代中頃からは、ローコストビル
ダーやパワービルダーも登場している。

大手住宅メーカー並みの規模をめざして
いるところもあるが、第２世代の住宅供給
業者と違って、自らは製造工場を持たない、
施工組織を持たないのが特徴である。

他産業のファブレス企業に相当するビジネ
スモデルを採っている。
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 さらに１９９０年代後半には、インターネット
を活用した住宅コンペサイトや、第三者的
立場で顧客の家づくりを支援する消費者
エージェントも登場している。

住宅供給業者ではないが、顧客にもっとも
身近な住宅供給関係者となっている。

 １９９０年代末にはインターネットを駆使し
た工務店ネットワークも生まれている。

 コンピュータネットワークを活用したＤＣＭ
（デマンド・チェーン・マネジメント）の登場
である。
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 さらに２０００年代になると、生活雑貨やイ
ンテリアファブリックス、家具などの大手販
売会社が、その延長上にある住宅をその
ブランド商品として開発し、住宅市場に参
入してきている。

北欧のＩＫＥＡと日本の無印良品であるが、
ブランドの提案するライフスタイルに共感し
た顧客に住宅を提供するといった新たな
住宅供給業者である。
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第３世代の特徴

第１の特徴は「ＤＣＭ（デマンド・チェーン・
マネジメント）」にある。

一般の消費財メーカーのような供給側から
見た効率化すなわち「サプライ・チェーン・
マネジメント」ではなく、第３世代の住宅供
給業者の多くは需要側から見た効率化で
あるデマンド・チェーン・マネジメントを行っ
ている。
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第２の特徴は、いわゆる「ファブレスメー
カー」であるということである。

第３世代の住宅供給業者のほとんどは、
全国に７００以上もある木造軸組部材のプ
レカット工場を使っている。

オープンな住宅部品と軸組部材のプレカッ
トによって、現場で施工工数を、工場生産
による第２世代の住宅供給業者である住
宅メーカーと大きな違いがないほどに減尐
させることができた。
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第３の特徴として「地元業者の活用」が挙
げられる。

より顧客に身近な地元業者を活用すること
によって、顧客にとっての地元業者の安心
と、地域情報に詳しくフットワークが軽く小
回りができる効率をプラスすることができ
る。

 ＦＣやＶＣは地域に根ざした工務店のネット
ワークであり、パワービルダーも土地の仕
入れや分譲住宅の販売に地元不動産業
者を積極的に活用している。
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第４の特徴は「情報技術の活用」である。

 １９８０年代中頃から始まったパーソナルコ
ンピュータの設計、施工管理への活用、さ
らに１９９０年代中頃からのインターネット
の普及によって、集中処理ではなく分散化
した個別の情報処理が可能になった。
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第５の特徴は「規模のフレキシビリティー」
である。

専用の工場を必要としない、ネットの活用、
地元業者の活用などによって、比較的小
規模でもビジネスを始めることができるし、

また需要が増大してもそれほど投資するこ
となく、需要に対応させビジネスを拡大さ
せることができる。
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パワービルダー

 パワービルダーという呼ばれ方がなされるように
なったのは、２０００年頃からである。

 首都圏で分譲戸建住宅事業を行う業者は、数１
０００社以上もあり、そのほとんどは年間数１０戸
程度の中小業者である。

 こうした中で、パワービルダー大手５社の首都圏
における分譲戸建住宅市場における販売シェア
は、１９９８年に１０％であったが、２００３年には
２４％にもなり、そのパワーが注目された。



40

 しかもパワービルダーが牽引者となって、この間
の分譲戸建住宅の着工戸数も急増している。

 １９９８年から２００２年までは、ほぼ１２万戸で
あったのが、２００４年には１４万戸にもなってい
る。

 この間、注文戸建住宅の着工戸数は減尐してき
ているので、それだけにパワービルダーの戸数
増大が目立ったわけである。
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 いっぽう分譲マンションの建設戸数は、１９９８年
１６万戸から２０００年には２２万戸程になったが、
その後はほぼ横ばいになっている。

 これはパワービルダーの分譲する戸建住宅と、
分譲マンションの価格差が縮まってきたからであ
る。

 住宅購入者には、まだまだ強い戸建住宅志向が
ある。

 マンションか戸建住宅かといった選択が可能と
いった中で、パワービルダーの分譲戸建住宅を
選ぶ人が多くなったのである。
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 パワービルダーの明確な定義はないが、一次取
得者層をターゲットにした床面積30坪程度の土
地付き一戸建住宅を3,000～4,000万円程度の
価格で分譲する建売住宅業者である。

 多くの場合、土地取得から竣工までの期間は3

～6カ月程度と短い。

 当然ながら、大掛かりな造成が必要なもの短期
間で完成させることができないので、現場は5～
6棟程度の小規模物件が中心となっている。



43

 しかし土地の仕入れには力を入れており、
売りやすい物件のみ購入している。

安いからといって立地の悪い土地は仕入
れない。

それだけに販売価格を抑えるには、住宅
の建設コストをいかに下げるかが必要とな
る。
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採算性を確保しながら、値ごろ感のある価
格設定を実現するため工期短縮が必要と
なってくるので、プレカット部材の使用や、
仕様の標準化などの工夫を行い工期は2

カ月程度となっている。

 さらになどで資材の大量仕入れにより、材
料費を下げるなどの努力を行っている。
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 しかしローコストであっても、パワービル
ダーの分譲する住宅の多くは、住宅品質
確保法に基づく住宅性能評価を受けてい
る。

耐震性能が３など全ての性能項目で最高
の等級になっていて、品質的にも優れてい
ることを売り物にしている。
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パワービルダーと住宅メーカー

 ２００３年いくつかのパワービルダーが東京証券
市場一部に上場されたが、とくに２００３年７月に
上場された飯田産業は、その１０ヶ月後に株価
は７．５倍にもなって、株の時価総額は１０００億
円以上となって話題になった。

 しかし株価はその後下がり、２００５年には６００
億円程になっている。
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 その飯田産業の２００５年の有価証券報告書に
よると、２００４年度の売り上げは１００７億円、営
業利益は１１３億円（１１．２％）となっている。

 販売費および一般管理費は、７２．８億円（７．
２％）で、その内訳を見ると広告宣伝費が１９．８
億円（２％）、支払手数料が１４．８億円（１．５％）、
人件費が２１．７億円（２．２％）となっている。

 また不動産販売原価８２４．８億円のうち土地購
入費は５４５．５億円、材料費７４．６億円、労務
費が５．７億円、外注費１８９．９億円、経費が９．
２億円となっている。
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 これを平均販売価格である３４００万円の住宅と
して、その価格の内訳を見てみることにする。

 土地の仕入れは１８４２万円、区画整備、外構工
事、浄化槽工事、電気水道の引込工事などを含
めた建設費は、９４３万円となっている。

 住宅建設費は８００万円程度と思われるが、工
事原価で坪２６万円程、販売価格で坪３２万円程
度で、しかも規格化された住宅、それほど無理を
しなくてもできる金額である。
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 大手住宅メーカーとの比較を行ってみることにす
る。

 売り上げが飯田産業の１．５倍程ある三井ホー
ムの場合、２００５年の有価証券報告書によると、
販売費および一般管理費は、２０．１％でパワー
ビルダーである飯田産業の３倍程になっている。

 これは住宅展示場でのモデルハウスによる営業
に依存していることからきている。

 そのため人件費も８．２％とパワービルダーの４
倍にもなっている。
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広告宣伝費１％、販売促進費および支払
手数料が１．５％と合わせるとパワービル
ダーの７０％程となっている。

住宅メーカーの広告宣伝は目立っている
が、広告宣伝費の比率はパワービルダー
の方が多くなっており、絶対額でも三井
ホームは１５．７億円と飯田産業より尐な
い。
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 さらに個別物件ごとの経費も、工事原価に対して
飯田産業は３．９％でしかないが、三井ホームは
１２．３％と販売費および一般管理費がそうで
あったように、設計・施工に関しての経費も３倍
程になっている。

 これは住宅メーカーが物件毎に個別設計をして
おり、その設計費用と個別性から資材や工事発
注、工事管理の手間がかかるからである。

 このように設計、施工、販売段階での経費がす
べて大手住宅メーカーの１／３に抑えているの
が、パワービルダーの強さである、高収益を上
げている源泉でもあると言える。
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パワービルダーの損益分岐点

飯田産業について、さらに事業の収益構
造を見てみることにする。

まず固定費に相当するのは、工事原価の
うち経費の９億１８８５万円と、販売費及び
一般管理費から支払手数料１４億８２１３
万円を除いた７１億２７７２万円、支払利息
など営業外費用の５億２２３８万円で、合
わせて８５億６８９５万円である。
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 いっぽう変動費は、７４７億７６３２万円で、売り上
げは１００７億円となっている。固定費率は、８．
５％、変動費率は７４．２６％となっている。

 損益分岐点は、８５億６８９５万円÷０．２５７４＝
３３２億９０４０万円となっている。

 損益分岐点比率は、３３％で売り上げが現在の
１／３にならなければ利益は出ることになる。

 ２００４年全産業の損益分岐点比率は８２％、製
造業の大企業で７２％程となっている。

 損益分岐点比率が５０％を切っているのは、電
子コネクター部品のヒロセ電機などであるがこう
した企業は極めて尐ない。
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 いっぽう三井ホームの場合、固定費は３６８億６
００万円、変動費は１１１０億３２００万円となって
いる。

 売り上げは１４９３億６７００万円であるので、固
定費率は２４．６４％、変動費率は７４．３４％と
なっており、損益分岐点は、３６８億６００万円÷
０．２５６６＝１４３４億３７２５万円となっている。

 売り上げが現在より４％尐なくなれば利益が出
ないことになる。
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 このようにパワービルダーは、固定費率を
住宅メーカーの１６．１４ポイントも尐なくし
ている。

 これは住宅メーカーと違って住宅展示場に
よる販売方法でないため、地代家賃、減価
償却費、人件費を安く抑えている。

 さらに費用の変動費化を行うため、販売も
４０％程度は外部に委託している。
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 損益分岐点が低いため、パワービルダーのリス
クは売り上げの減尐ではなく、売れ残りである。

 しかし利益率が高いので、たとえ完成在庫が生
じても価格を下げることによって、早期に販売す
ることが可能である。

 完成在庫物件については、まず完成後３ヶ月程
度経過すると、ホームシアターセットのプレゼント
などの販促キャンペーンが行われ、さらに売れ
残ると価格の引き下げとなる。
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パワービルダーの顧客像

 パワービルダーの分譲戸建住宅が建設されるの
は、国道１６号線沿いが最も多い。

 １６号線は都心から３０ｋｍから４０ｋｍといった距
離にある環状線で、１９７０年代から８０年代にか
けてその周辺に多くの分譲戸建住宅や大規模
団地が建設された。

 こうした住宅を購入したのが１９４８年生まれを中
心とした団塊の世代であった。
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 パワービルダーの顧客は、団塊ジュニア世代と
呼ばれる２０代後半から３０代の１次取得層であ
る。

 住宅購入者の７０％程が４０歳未満となっている。

 彼らの親世代は団塊世代であるので、その多く
は国道１６号線沿いに住んでいることになる。

 さらに彼らもそこで育ったわけで、馴染みの店も
あるし、幼馴染も多く住んでいる。

 結婚し新しい世帯を持った時、その近くに住むの
は、地元への愛着もあるし、子育てでの親の支
援も受けやすいなどメリットは多いはず。



59

 いっぽうパワービルダーによる郊外の分譲戸建
住宅が伸びた間に、新たなマンションの建設は
郊外から都心近くへだんだん移っていた。

 マンションか戸建住宅かといった選択の結果とし
てパワービルダーの分譲住宅が選ばれたので
はなく、新天地の都心に住むか、生まれ育った
郊外に住むかといった選択の中で、パワービル
ダーの分譲戸建住宅が選ばれたのではないだ
ろうか。
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 郊外の戸建住宅というとガーデニングのできる
広い庭のあるゆったりとした住宅が想像されがち
であるが、彼らが求めたのはむしろ駅やショッピ
ングセンターへのアクセスの良さなど居住環境で
あり、敷地の広さや住宅の広さではなかったの
である。

 こうした郊外に生まれ育った団塊ジュニアー顧客
のニーズにぴったりと合ったのが、パワービル
ダーの分譲戸建住宅ということになる。
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 また団塊の世代である親にしても、高齢者となる
１０数年後にはいずれ子供たちの世話になる、
その子供達が近くに住んでくれるならば、経済的
にも支援しようということになってくる。

 子供世代にとっても彼らがリタイアメントする３０
年後には、広い庭のある親の住宅が手に入るは
ずであるので、そんなに広い家はいらない。

 それまで住むことになるパワービルダーの分譲
戸建住宅は、さらにその子供の世代に住まわせ
ればよいということで無駄にはならないということ
になる。
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分譲用地の仕入れ

 パワービルダーは、土地の開発で利益を上げな
くても、十分な収益を得ることができるようなビジ
ネスモデルをとっている。

 そのためいくら安いからといって、分譲住宅とし
て販売しにくい土地は仕入れないし、相手の弱
みに付け込んで安く買い叩くということもしない。

 土地を売る側にとっては良い顧客であり、土地を
仕入れる側にとっては大変な競争相手でもある。
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 パワービルダーにとって、分譲用地の仕入れは
最も重要な仕事である。

 そのため土地の仕入れ専任の担当者が，地元
不動産仲介業者を頻繁に訪問し情報収集に当
たっている。

 条件の良い土地があれば即日決済で契約に持
ち込んでしまう。

 というのも土地の情報は生ものであり、売れてし
まえばその情報になんら価値がない。

 この即決力はすでに企業として成熟した大手住
宅メーカーでは真似ができないし、パワービル
ダーの強みでもある。
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 そのため最近では土地情報の収集の最先端に
いる地元不動産仲介業者も、入手した土地情報
を、まず最初にパワービルダーに伝えるように
なってきている。

 なにしろ高値で買ってくれるので、委託された地
主からも喜ばれるし、不動産仲介業者に入る仲
介手数料も高値で売れるほど多くなるのであり
がたい。

 しかも即断即決で手間もかからないし、企業の
信用不安もないのでリスクもないので安心である。
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 さらに分譲する場合の３５坪程度といった区画の
狭さもパワービルダーを有利なものにさせている。

 １区画が狭いので、どのような規模の土地であっ
ても、売りやすい区画に分けて分譲することがで
きる。

 大手住宅メーカーが分譲する場合、そのポリ
シーから区画が広くなるため、条件に合う土地は
多くない。

 大手住宅メーカーはこの点で勝負にならない。

 また地元の分譲住宅業者は、パワービルダーの
ようにローコストで質の良い住宅を作ることがで
きないので、こちらも勝ち目はない。
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既存の住宅生産インフラ
が活用できる工法

パワービルダーは設計から施工、さらに販
売まで外部化して、固定費比率は１０％以
下と、極めてフレキシビリティーのあるビジ
ネスをしている。

需要が高まればそれに応じて即座に対応
することができるよう、また需要のある新
たな地域にスムーズに進出できるよう、特
殊な施工技能を必要としない工法の選択
が必要である。
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 １９９０年代後半から住宅需要が減尐してきた中
でとくにその影響を受けているのは、木造軸組
工法で住宅を作ってきた大工・工務店である。

 さらにそうした市場に材を供給するプレカット工
場も稼働率が下がっており、材を購入してくれる
なら加工費はただでもいいといった状況にまで
至っていた。

 したがってプレカットと大工・工務店が使えるなら
ば、急激な需要増大にも、また新たな地域でも
生産、施工者を探すことができる。
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 しかし単なる在来工法のままではなく、それなり
に工夫し耐震性、耐久性の向上、とくに関東大
震災の１．５倍の震度にまで耐えうる等級３を実
現するため、プレカットと壁パネルを併用した工
法が用いられている。

 飯田産業はI.D.S工法と呼ばれる壁倍率５倍の
耐力壁パネル工法、また東栄住宅は、VWP（ベ

ンチレーション・ウォール・パネル）工法を開発し
ている。
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壁の全てをパネル化すると、さまざまなサ
イズが必要であるが、耐力壁だけだと数種
類で済ませることができる。

 しかもこうしたパネルならば既存のプレカッ
ト工場でそれほどの設備投資を必要とせ
ず生産できるので、ビジネス上のフレキシ
ビリティーを尐なくするものではない。
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 住宅会社は、ある程度売り上げが多くなってくる
と、他社の追従に対して優位に立つため、とかく
工法など技術開発に走りがちである。

 プレカットの内製化、独自の金物工法の開発、パ
ネル化、さらにモジュラーユニット化なども行わ
れてきた。

 しかしこれが大きな負担となって、失敗した会社
も多い。
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 住宅市場には年間４０万戸以上の木造軸組工
法住宅を作ってきた生産インフラがある。

 このインフラを使えば、新たに工場を作る必要も
ないし、施工のための人材を育成したり、人を抱
える必要も無い。

 こうしたインフラを活用する上での問題は、後続
他社との技術開発による差別化ではなく、品質
の確保である。

 そのためにはどのような材料ならば、どのような
部品ならば、どのような納まりならば、多尐技能
が未熟な人でも、クレームが出ないようになるか
などの工夫の方が重要である。
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住宅資材の調達

 住宅資材メーカーにとって、いまやパワービル
ダーの需要は無視できない存在になっている。

 たとえば中央証券の2005年７月１５日付けの

マーケットウイークリーによると、窯業系外装材
のトップメーカーであるニチハは、２００４年度の
売り上げ８６６億円のうち１０７億円（１２．４％）が、
パワービルダー向けとなっている。
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パワービルダーの資材の調達は、大手建
材商社や材料メーカーに一括発注される。

住宅の規模は３０坪程度と、物件によって
それほど変わらないので、屋根材、外装材、
下地材、内装材などのグレードを決め、そ
れぞれ１棟いくら程度と包括的に決めてし
まう
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一般に住宅のコストは経費、利益が５０％、
直接材料費３０％、現場労務費２０％と
いったところである。そのため打ち合わせ
など経費をいかに下げるかがポイントと
なっている。

個々に積算し、見積もりをとっていたので
は経費がかかってしまう。
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中小の工務店の場合、資材の発注まで尐
なくとも２段階で積算される。

第一段階は施主との契約のための数量拾
いで、この段階はCADのデータでも処理
することができる。

第二段階は、実行予算を決めて具体的に
資材を発注する業務で、そのためには尐
なくとも２日間程度は必要となる。
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 パワービルダーには、物件ごとの資材の見積も
りなどに手間をかける暇は無いし人材もいない。

 詳細な積算に努力をしてもコストダウンできない
し、無駄な作業だと考えている。

 物件ごとに必要な建材の数量は、建材商社の下
にある大手納材店が拾い、個別の現場工程に
合わせ納入させるようにしている。

 サッシ建具も住宅の規模がほぼ同じなので、大
きさの種類も数量もそれほど違わない。

 グレードを決めて、サッシメーカーと１棟いくら程
度と包括的に決めてしまう。

 設計ルールを決めてあまり特殊な建具は使わな
いようにする。
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 物件ごとに必要なサッシ建具の数量は、サッシ
メーカーの販社が拾い、個別の現場工程に合わ
せ納入させるようにする。

 納入する人が責任を持って数量を拾うのが一番
よい。

 サッシメーカーの販社が拾った物件ごとの建具
表を、プレカット工場に送り、それをもとにラフ開
口位置を出し、プレカット部材の加工データを作
成するようにすると間違いがない。
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サッシメーカーの中には、子会社を通じて
海外で生産した自社のアルミサッシを輸入
して、納入しているところもある。

海外生産といってももともと日本への輸出
を前提とした工場であるので、仕様は国内
製品と同じでいわゆる輸入サッシとは違う
ものである。
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中国のＣＡＤセンターによる支援

 パワービルダーの東栄住宅は、給排水設備の
設計、積算業務をエプコに委託している。

 エプコは、給排水設備の設計図を作成と合わせ、
官公庁への給排水設備申請資料を作成するとと
もに、配管加工情報を生成して、配管部材加工
メーカーに渡している。

 工場で加工された配管プレハブ部材は、現場に
配送され接合するだけで給排水工事が完了する。
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 エプコは設計の一部を中国の深圳（シンセン）の
子会社で始めている。

 ハウスメーカーやパワービルダーが作成した、
住宅のＣＡＤデータや手書き図面をメールやFAX
で中国のＣＡＤセンターに送付される。

 単なる給排水設備の配管系統の設計図ではなく、
現場の納まりまで考慮し、プレハブ配管部材の
加工図までの作成は、いくら設備設計ＣＡＤを使
うといっても、専門知識を持った人手による作業
が必要である。
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 中国のＣＡＤセンターで設計されたデータは、東
京に送られチェックされた後、デジタル・データと
して配管プレハブ部材の加工工場に送られると
ともに、ハウスメーカーやパワービルダーに、さ
らにＦＡＸで施工図面が施工業者に送られる。

 配管工事といっても工場から配送された部材を、
図面にしたがって接合するだけなので、加工と
いった技能は必要でなく、施工時間も短く施工ミ
スも尐なくなる。
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 電気配線についても、ユニット配線が使われるよ
うになってきている。

 工場でFケーブルを必要な長さに切ってジョイン
トボックスに何本も組み込んでいる。

 これを天井裏に取り付け、指定された場所まで
引っ張って行くだけである。

 Ｆケーブルを現場で所定の長さに切って配線して
ゆくと、３０坪で３人工程度かかっていたものが、
半分の１．５人工程度で済んでしまう。



83

 また多くのパワービルダーがプレカットを委託し
ているポラテックも、中国の大連に２００３年９月
に中国との合弁会社である大連北極星科技有
限公司を設立し、ＣＡＤセンターを稼動させてい
る。

 プレカット工場は材料の投入も多棟木拾装置の
導入で、人手があまりかからなくなってきている。

 また多棟木拾装置によって木材の歩留率も９５
～９６％に向上している。

 プレカットのためのＣＡＤは、間取り図や簡単な
伏図をもとに、詳細な伏図を書きながら部材展
開しなければならないので、木造軸組工法に関
しての知識を持った人が操作する必要がある。
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パワービルダーの施工運営

現場の工事は一括発注ではなく、分離発
注される。

多くの場合、基礎工事、大工工事、内装工
事、屋根工事、外装工事、給排水設備工
事、電気工事などに分けられて発注される。

基礎工事は、住宅の基礎工事専門の業者
に発注される。
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基礎は建物の性能に致命的な影響を与え
る割には、工事費に２倍程の開きがあるほ
ど、人手に依存した工事となっている。

プレカットやユニット配管、ユニット配線が
使われ、熟練技能を必要としなくなった工
事の中で唯一ブラックボックスとして残され
た工事であると言える。
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 そのため工事費を下げようとすると、人件費を抑
える必要がある。

 そのため不法滞在の外国人を使い、パワービル
ダーの基礎工事を大規模に請け負うといった業
者も登場することになる。

 そこに査察が入り基礎工事業者の経営者が書
類送検され、基礎工事が数ヶ月止まり、基礎が
できないので仕事が一斉にストップし、迷惑を受
けたパワービルダーの話も業界では話題となっ
た。



87

 さらに工期短縮をする上で、最後に残された部
分も基礎の３週間という養生期間である。

 べた基礎や防湿コンクリート基礎が多くなり、そ
の養生期間中に基礎の区画の中に雤水が溜ま
り、その排水処理も問題となっている。

 養生期間の要らない基礎工事の方法が開発さ
れれば、需要は大きい。
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大工にはだいたい坪２万５０００～７０００
円程度で請けていると言われている。

 １棟３０坪で８０万円といった金額である。

パワービルダーの分譲住宅のグレードな
らば、造作まで含めた大工工事手間は、
坪１．３人日程度であるので、木工事日数
３９日として１日２万円程度となっている。
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 もちろんこの中には、電動工具代や現場までの
交通費も含まれるし、手の遅い人は遅くまで残
業しなければ工期内に納まらない。年に７棟こな
して年収５６０万円といったところである。

 木工事は、大工をたくさん抱える会社が工事を
請け負う場合もあるが、この場合は大工がもらう
日当はさらに尐なくなる。

 そのため最近では大工が直接請け負うケースが
多くなってきている。



90

WEBによる住宅販売

総務省の２００２年の「通信利用動向調査」
によると年齢別インターネット利用率は、３
０代で男性が８７．９％、女性が８１．９％と
なっている。

 しかし４０代になると男性が８３．３％とあま
り変わらないが、女性は６６．３％と尐なく
なり、５０代になると男性も６３．９％、女性
はさらに減り４２．３％となっている。
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パワービルダーの顧客は７０％程が３０代
以下の第１次住宅取得層で、そのほとん
どがインターネットを常時使っている世代
である。

そのため各社WEBでの住宅情報提供に
は力を入れている。
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土日に開催される現地販売会へは、WEB

で検索し、住所をカーナビに入力、後は車
のナビゲーションに従って現地へといった
顧客が多くなっている。

インターネットとカーナビの組み合わせで
現地へ案内、分譲住宅の販売方法もデジ
タル社会でまったく様相がかわってしまっ
ている。
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たとえば東栄住宅の場合、WEBで情報を
得て契約に至った顧客の比率は、２００２
年度が１０．６％、２００３年度が１８．２％、
さらに２００４年度は１９％にもなっている。

伸びが尐なくなってきているが、たとえば
ブロードバンド業者と提携して、光ケーブ
ル無料加入サービスなど、インターネット
利用者へ特典を与えるようにすれば、もっ
と増えるはずだ。
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 さらに現状ではスーパーの生もののように
売れ残ると割り引きになるが、いずれ競争
が厳しくなってくると、航空券のように早割
り６０、早割り３０など、早期に契約するほ
ど割り引くといった販売方法も登場するに
違いない。
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 またＷＥＢ、住宅情報誌、新聞折込チラシなどを
見て、現地販売会に訪れた顧客は、２００２年度
には、１物件当たり７．７人、２００３年度は６．５
人となっている。

 この人数の減尐は、ＷＥＢなどでの詳細な情報
の提供効果で、濃厚な顧客だけが来るように
なったと考えるべきか、分譲住宅市場での顧客
が減ってきたと考えるべきか、その判断は難しい。
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 またパワービルダーは地元の不動産業者にか
なりの物件を委託販売しているのも特徴となって
いる。

 飯田産業は、土地物件情報を提供してくれた地
元の不動産業者に４０％程委託している。

 また東栄住宅は６０％ほど、さらにタクトホーム
は８０％が地元業者への委託販売となっている。

 ＷＥＢの利用と地元不動産業者への委託販売は、
パワービルダーの固定費を尐なくさせるのに大
きく寄与している。


